
構造改革特別区域計画

１．構造改革特別区域計画の作成主体の名称

八代市
熊本県八代郡宮原町

２．構造改革特別区域の名称

「町づくり・人づくり・心づくり推進」特区

３．構造改革特別区域の範囲

熊本県八代郡宮原町の全域

４．構造改革特別区域の特性

宮原町は、熊本県のほぼ中央部に位置し、行政面積９．８９ｋ㎡、東
部が山林・丘陵地帯、西部が平坦地帯を形成して、町の北部を２級河川
「氷川」が貫流し、豊かな水と温暖な気候に恵まれた人口約５，２００人

ひ か わ

の静かな町である。明治２２年町制施行以来一部地域の編入はあったも
のの未合併のまま今日に到り 「住みよい・明るい・住みたくなる町づく、
り」のテーマのもと、公共下水道事業（現在、下水道の普及率は９８．
１％ 、公園整備等を推進する「住民生活環境の整備 ・地域の特性に応） 」
じた「産業の振興 ・総合福祉センターを核とする「保健・医療の充実と」
福祉の向上 ・ 教育の充実と文化の振興」等を推進して、力強い町づく」「
りを展開している。また、宮原町は、町制施行百周年を機に「宮原町民
憲章」を制定し、下記のように謳っている。

○自然と先祖と、お互いの心を大事にし、住みたくなる町にします。
○青少年に希望を、成人に誇りを、老人に安らぎのある明るい町にしま
す。

○健康で勤労を尊び、活力ある豊かな町にします。
○伝統と教育を愛し、更に文化の香り高い町にします。
○水清く、緑と花と、人の和のある美しい町にします。

この町民憲章のもと、町民は、宮原町教育委員会と公民館が主催する
、宮原町民体育祭や宮原町生涯学習文化祭等の諸行事にも積極的に参加し

郷土に誇りを抱きながら歴史・伝統・文化を大事にした日々の暮らしを
重ねている。

このような中で、教育の面においても、宮原町教育委員会が町長部局
と呼応し“町づくりは人づくりから 人づくりは心づくりから”を合言
葉に、町づくりの役割の一翼を担いながら、日常の学校教育・学校経営
の支援に取り組んでいる。また、町全体も２１世紀を展望した教育改革
のうねりの中で 学校・家庭・地域社会が融合した教育環境を醸成し 次、 、「



世代」を担う子ども達の健全育成に強い思いを寄せている。

５．構造改革特別区域計画の意義

文部省は、平成９年８月４日、中央教育審議会に対し「幼児期からの
」 。 、 、心の教育のあり方 について諮問している そして 中央教育審議会は

文部大臣への答申文の中で、今の時代は、正に「次世代を育てる心を失
う危機的状況に直面している 」と指摘している。。
過去に眼を向けると、戦後６０年間の我が国の教育は、教育基本法の趣

旨に則り幾多の変遷・改革を重ねながら、それなりの成果を収め人材育成
に大いに寄与してきたことは事実である。しかしその反面、失ってきたも
のも数多くあるように思われる。
平成１０年のこの頃、宮原町教育委員会・八代郡宮原町及び八代市中

学校組合教育委員会に『日本の教育が本来、大事にしてきた不易なものま
でが消されていく教育現場になろうとしている。子ども達の心が貧しくな
る恐れがある 「心の教育」の推進が大切である』等の教育の現場（家庭。

） 。 、・学校・地域社会 の危機感を訴える声が届けられた このことに応えて
両教育委員会が平成１０年度に作成した啓発資料が、ページ１０～１１の
参考資料№２である。
平成９年２～５月の神戸市の小学生殺傷事件をはじめ、昨今の青少年に

よる犯罪の多発状況を見る時 「対岸の火事」的な認識ではおれないよう、
な気がしてならない。また、平成１１年８月４日（土）の熊本日日新聞は
“小中高生「暴力」最悪”の見出しで中学校内暴力が２万件を突破したと
掲載している。
このような中で、宮原町では町づくりには“人づくり”が大切であるこ
との観点から、平成１０年度より宮原町独自の手法で“まちづくり”を進
めている。
平成１４年度には熊本県教育委員会の呼びかけに応えて宮原町の「人づ
くり・子育て」教育支援事業の中で、就学前教育の推進、通学合宿（小学
校５～６年生）に取り組んできた。平成１５・１６年度には、宮原小学校
が文部科学省の学力向上フロンティアスクールとしての指定を受け 「確、
かな学力をつける豊かなかかわりのある授業の創造～意欲をもち、学ぶ喜
びを味わうことができる算数科の授業づくりをめざして～」のテーマで取
り組み、その研究推進の様子を県下に紹介している。平成１６年度には、
文部科学省生涯学習政策局の３ヶ年計画による子どもたちの居場所づくり
を目指す「地域子ども教室推進事業」を学童保育に関わっている町長部局
の住民福祉課と連携して委託を受け、事業推進に取り組んでいる。
また、宮原町では、平成９年・１０年頃からの全国的な学校の荒れ、校

内暴力の増加傾向を懸念し 「備えあれば憂いなし」の視点から 「生徒指、 、
導支援事業に伴う氷川中学校への職員の配置について」を議会に提案し議
決を受け、平成１２年度から小・中・高の教職免許（保健体育免許）を有
している職員（生徒指導支援職員・１名）を採用し、八代郡宮原町及び八



代市中学校組合教育委員会（以下「中学校組合教育委員会」とする ）よ。
り氷川中学校に出向させ、その活用を図っている。現在、生徒指導支援職
員は、全校生徒に眼を向け、学級担任と連携しながら不登校・不登級生徒
への支援を中心に取り組んでいる。その他、保健体育科授業へのＴ・Ｔ指
導、放課後の部活動指導等を積極的に行っている。昨年度宮原町及び八代
市中学校組合立氷川中学校では、学校に登校しても保健室や心の相談室に
留まって、学級のみんなと一緒に学習ができない生徒が９人（全校生徒の
約５．５％）存在した。また、生徒指導支援職員は、国語や数学の基礎基
本的な内容の学習や進路指導等の支援を個別に関わりながら、高校進学を
実現させた事例も有している。
しかしながら、生徒指導支援職員は正規の教員ではないため、こうし

た生徒指導などの活動は、それぞれの学級担任との連携の下でしか行うこ
とができない。また、単独で授業を行えないことや学級担任をできないこ
とから、生徒指導支援職員の活動はＴ･Ｔ指導などに限られる。これらの
点は、生徒指導支援職員が生徒指導を実施するに当たって必要となる生徒
ひとりひとりとの直接の関係を構築するのに時間をかけなければならない
要因のひとつになっているだけでなく、生徒指導主事などといった校務分
掌を受け持つことができないなど、効果的な生徒指導を行う上での課題と
なっている。
また、県費負担教職員には定期的な人事異動が伴うが、自治体が地域

に根ざした生徒指導について多面的に、体系的に、組織的に構築し、継続
的な教育実践を期待しても、担当する教員が異動してしまうことで、それ
を実現することについては非常に難しい状況にある。
そこで、今回の構造改革特別区域計画の認定を得て、宮原町及び八代

市中学校組合教育委員会が氷川中学校に出向させている生徒指導支援職員
を、中学校組合費で負担して任用する常勤の教職員とし、県費負担教職員
と何ら変わることなく校務分掌を受け持つことができる教師にしたいと考
えている。
具体的には、教科担任・学級担任は勿論のこと、研修・研鑚を重ねる

ことによって、近い将来体育主任などの役を受け持つことができる教師に
したい。学級担任教師として 「心に響く道徳」の授業を推進するための、
指導力を高めてもらうことも考えている。また、将来的にはこれまで生徒
指導支援職員として培ってきたノウハウを活かすとともに、校内の生徒指
導について責任を負って指導ができる生徒指導主事を担当できる教師とす
ることも考えている。
同時に、生徒指導では、児童生徒の学力向上も考えなければならない

と思っている。生徒にとって学習内容が理解できない状態では、日常の学
校生活に楽しさがなく、学校・学級への生徒の足が重くなっていくのは必
然である。学習指導についての工夫改善を図り 「確かな学力の定着」を、
考えていくことが大切である。
現在、氷川中学校は教職員間の協力態勢を醸成し、数学科と英語科の



Ｔ・Ｔ指導、少人数指導、習熟度別指導に当たる教職員の配当を得て、か
なりの成果をあげている。今後、更なる「確かな学力の定着」を図るため
に、国語科にも上記の指導法を広げることができるようにしたいと考えて
いる。
そのために、中学校組合教育委員会では氷川中学校に出向させている

生徒指導支援職員を教科担任とすることにより、他の教員がＴ・Ｔ指導や
少人数指導、習熟度別指導を行えるようにするなど、教員配置に工夫を加
えることを可能としたい。
このようにして、中学校組合教育委員会が任用している生徒指導支援

職員の更なる活用を行い “町づくりは人づくりから 人づくりは心づく、
りから”の取り組みを前進させることによって、周辺地域はもとより、県
下一円、全国の範にしたいと考えている。

６．構造改革特別区域計画の目標

宮原町が平成１１年度から新総合振興計画（小さな町の大いなる挑戦）
を策定し、町づくりに取り組んだのを機に、宮原町教育委員会は“町づく
りは人づくりから 人づくりは心づくりから”を合言葉に、就学前・小学
校・中学校・高校の連携を視野に置きながら教育上の諸問題の解決に向け
努力してきた。
また、生徒指導支援職員を配置することにより、生徒の非行化防止の

問題、いじめ・不登校・不登級の問題等の改善に向けた生徒指導に力を注
いできたところである。
今回、前述しているような課題解決に向けて、この生徒指導支援職員

を県費負担教職員と同様に活用することができるようになれば、不登校や
不登級などの生徒への支援を充実させられるだけでなく、少人数指導や習
熟度別学習をより効果的に行うことが可能となり、豊かな心を持った人づ
くりが更に前進し 「次世代」の町づくりを担う子ども達の育成が叶うこ、
とになる。
なお 「次世代」を担う子どもの健全育成を考える時、教育委員会と学、

校現場の連携だけでなく、町長部局との連携・協力の体制づくりは必須条
件と思われる。
宮原町教育委員会・ 中学校組合教育委員会と学校現場（氷川中学校）

とのつなぎ役に中学校組合教育委員会が任用している生徒指導支援職員を
充て、緊密な連携を図ることも考えている。

７．構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的・社会的

効果

今回の計画の実施により、前述した課題の解決が図られ、これまで、人
事異動により途切れがちであった教育の実践を、より継続的に行うことが
改善される。これにより、不登校・不登級の生徒への支援などの生徒指導
や少人数指導などを充実させることを可能とし、氷川中学校における不登



、 。校・不登級の生徒を少なくするとともに 生徒の更なる学力の定着を図る
なお、今回の構造改革特別区域計画「町づくり・人づくり・心づくり推
」 。進 特区が直ぐに地域の経済的効果に結びつくものではないと考えている

越後長岡の「米百俵」の精神でも分かるように、教育の成果は４０年・５
０年後の「次世代」に現れると思われる。しかし今回の構造改革特別区域
計画事業の時間的経過が進むに従って宮原町は他所と何か違う教育熱心な
町、町づくり・人づくり、子どもの教育に熱心な人の集まりの町等の波紋
が周辺地域に、県下に広がり「宮原町に住みたい」と思う人が増えること
により必然的に地域の経済的社会的活性化に結びつくと考えられる。

８．特定事業の名称

８１０ 市町村費負担教職員任用事業

９．構造改革特別区域において実施し、又はその実施を促進しようとする特定事

業に関連する事業、その他の構造改革特別区域計画の実施に関し、地方公共団

体が必要と認める事項

今回の構造改革特区の取り組みを機に、下記の事業を具体的に推進する
ことを考えている。

①「心の教育」の推進と基本的生活習慣の確立
○幼・保・小・中・高の連携強化を図るため、それぞれの学校の教師の
交流研修を推進する。

○「次世代」育成を目指す就学前教育・小学校教育・中学校教育・高校
教育の一貫した教育理念の高揚を図る。

○「心に響く道徳授業」の推進し 「心のノート」の活用を推進するな、
ど「道徳の時間」の充実を図る。

②確かな学力の定着
○学習指導要領に基づく基礎・基本の重視と指導の適時性を図るため、
学力検査、知能検査、スポーツテスト等の実施と効果的活用を推進す
る。

○個に応じた指導の徹底と自ら学ぶ態度の育成のため、わかる授業の実
践と能動型学習の展開を図ったり、小・中間の授業の連携、Ｔ・Ｔ指
導、少人数指導、習熟度別指導を導入した授業の改善を行う。

○将来を見据えた進路指導に基づく目的意識の育成と、自己実現への支
援や職場体験の導入などにより、適正な進路指導の充実強化を図る。

○豊かな心と確かな学力の中核となる読書活動を推進する。

③地域の教育力（人・物・事）の積極的な活用
・教育施設（少年自然の森キャンプ場、里地屋敷、福祉施設等）や人材
マップの活用 「心づくり」を裏打ちする体験活動の推進を行う。、



別紙

１．特定事業の名称

番 号 ８１０
特定事業の名称 市町村費負担教職員任用事業

２．当該規制の特例措置の適用を受けようとする者

八代郡宮原町及び八代市中学校組合教育委員会

３．当該規制の特例措置の適用の開始の日

構造改革特別区域計画の認定の日

４．特定事業の内容

（１）事業に関与する主体
八代郡宮原町及び八代市中学校組合

（２）事業が行われる区域
宮原町全域

（３）事業の実施期間
構造改革特別区域計画認定の日から

（４）事業に実現される具体的内容
中学校組合費で常勤の教職員（生徒指導支援職員 採用１名）を採
用し、不登校・不登級の生徒への支援などの生徒指導や少人数指導
の充実などを図る。

（５）当該規制の特例措置の内容
教育委員会が取り組みを呼びかけている、①心の教育の充実 ②確

かな学力の定着 ③学校・家庭・地域社会の連携等の諸施策の具体的
推進を図っていきたいと考えている。
宮原町では、平成９年・１０年頃からの全国的な学校の荒れ、校内
暴力の増加傾向を懸念し 「生徒指導支援事業に伴う氷川中学校への、
職員の配置について」を議会に提案し議決を受け、平成１２年度から
小・中・高の教職免許（保健体育免許）を有している職員（生徒指導
支援職員・１名）を採用し、八代郡宮原町及び八代市中学校組合教育
委員会（以下「中学校組合教育委員会」とする ）より学校に出向さ。
せ、その活用を図っている。現在、生徒指導支援職員は、全校生徒に
眼を向け、学級担任と連携しながら不登校・不登級生徒への支援を中
心に取り組んでいる。その他、保健体育科授業へのＴ・Ｔ指導、放課
後の部活動指導等を積極的に行っている。昨年度宮原町及び八代市中
学校組合立氷川中学校では、学校に登校しても保健室や心の相談室に
留まって、学級のみんなと一緒に学習ができない生徒が９人（全校生
徒の約５．５％）存在した。また、生徒指導支援職員は、国語や数学
の基礎基本的な内容の学習や進路指導等の支援を個別に関わりなが
ら、高校進学を実現させた事例も有している。
しかしながら、生徒指導支援職員は正規の教員ではないため、こう



した生徒指導などの活動は、それぞれの学級担任との連携の下でしか
行うことができないことや、教科の指導もＴ･Ｔ指導などに限られる
ことから、生徒指導支援職員が生徒指導を実施するに当たって必要と
なる生徒ひとりひとりとの直接の関係を構築するのに時間をかけなけ
ればならない要因のひとつになっているだけでなく、生徒指導主事な
どといった校務分掌を受け持つことができないなど、効果的な生徒指
導を行う上での課題となっている。
また、県費負担教職員には定期的な人事異動が伴うが、自治体が地

、 、 、域に根ざした生徒指導について多面的に 体系的に 組織的に構築し
継続的な教育実践を期待しても、担当する教員が異動してしまうこと
で、それを実現することについては非常に難しい状況にある。
そこで、今回の構造改革特別区域計画の認定を得て、中学校組合教
育委員会が氷川中学校に出向させている生徒指導支援職員を、市町村
で給与を負担して任用する常勤の教職員とし、県費負担教職員と何ら
変わることなく校務分掌を受け持つことができる教師にしたいと考え
ている。
具体的には、教科担任・学級担任は勿論のこと、研修・研鑚を重ね
ることによって、近い将来体育主任などの役を受け持つことができる
教師にしたい。学級担任教師として 「心に響く道徳」の授業を推進、
するための指導力を高めてもらうことも考えている。また、将来的に
はこれまで生徒指導支援職員として培ってきたノウハウを活かすとと
もに、校内の生徒指導について責任を負って指導ができる生徒指導主
事を担当できる教師とすることも考えている。
同時に、生徒指導では、児童生徒の学力向上も考えなければならな
いと思っている。生徒にとって学習内容が理解できない状態では、日
常の学校生活に楽しさがなく、学校・学級への生徒の足が重くなって
いくのは必然である。学習指導についての工夫改善を図り 「確かな、
学力の定着」を考えていくことが大切である。
現在、氷川中学校は教職員間の協力態勢を醸成し、数学科と英語科
のＴ・Ｔ指導、少人数指導、習熟度別指導に当たる教職員の配当を得
て、かなりの成果をあげている。今後、更なる「確かな学力の定着」
を図るために、国語科にも上記の指導法を広げることができるように
したいと考えている。しかし、県教育委員会から市町村立小・中学校

、 （ 、 、に配当される県費教職員定数は 氷川中学校 現在 生徒数１６１名
６学級）の規模では非常に厳しい状況に置かれている。
今回、この特区申請の特例を活用することにより、氷川中学校に

出向させている生徒指導支援職員を教科担任とする。これにより教員
の配置に工夫をもたせる事を可能とし、更に必要とする教科のＴ・Ｔ
指導、少人数指導に結びつける。
これにより、本町は「町づくり・人づくり・心づくり」推進の気運
を高めていきたいと考えている。
なお、この啓発のために、宮原町教育委員会・中学校組合教育委員
会が平成１５年度に作成した啓発資料№３（ページ１２～１３）を活



用したいと考えている。
そして、次ページのような年次的実践計画を作成し、取り組むこと

にしている。




